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私
が
町
長
に
就
任
し
て
か
ら
丸
3

年
が
経
過
い
た
し
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で

「
地
域
は
家
庭
、
町
民
は
家
族
」
と
い

う
信
念
を
胸
に
、
様
々
な
取
組
に
邁ま

い

進

し
て
ま
い
り
ま
し
た
。
令
和
５
年
度
に

は
子
ど
も
医
療
費
の
窓
口
無
償
化
を
実

施
し
、
子
育
て
世
帯
の
経
済
的
負
担
を

軽
減
い
た
し
ま
し
た
。
さ
ら
に
令
和
６

年
度
に
は
所
得
制
限
を
撤
廃
し
、
よ
り

多
く
の
ご
家
庭
が
恩
恵
を
受
け
ら
れ
る

よ
う
制
度
を
段
階
的
に
拡
充
し
て
お
り

ま
す
。
ま
た
、
い
な
べ
市
と
の
定
住
自

立
圏
形
成
協
定
に
基
づ
く
広
域
連
携
の

強
化
や
、
行
政
手
続
き
の
オ
ン
ラ
イ
ン

化
を
は
じ
め
と
す
る
D
X
の
推
進
に

も
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
し

た
。令

和
７
年
度
を
振
り
返
り
ま
す
と
、

「
E
X
P
O
２
０
２
５ 

大
阪
・
関
西

万
博
」
が
開
催
さ
れ
、
総
来
場
者
が

2
9
0
0
万
人
を
突
破
す
る
大
盛
況

と
な
り
ま
し
た
。
当
町
に
お
い
て
も
、

間
伐
材
を
利
用
し
た
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

の
開
催
や
温
泉
P
R
イ
ベ
ン
ト
へ
の

出
展
を
通
じ
て
、
町
の
魅
力
を
世
界
に

向
け
て
発
信
い
た
し
ま
し
た
。
一
方
、

９
月
に
は
1
時
間
に
1
3
7
・
5
ミ

リ
㍍
の
記
録
的
な
大
雨
に
よ
り
町
内
で

浸
水
被
害
が
発
生
し
、
改
め
て
自
然
の

猛
威
を
痛
感
す
る
と
と
も
に
、
自
然
災

害
へ
の
対
応
の
重
要
性
を
再
認
識
し
た

と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

地
域
活
性
化
の
取
組
と
し
ま
し
て

は
、
昨
年
11
月
に
「
菰
野
町
P
R
パ

ー
ト
ナ
ー
制
度
」
を
新
設
し
、
吉
本
興

業
三
重
県
住
み
ま
す
芸
人
の
オ
レ
ン
ジ

田
中
さ
ん
、
山
登
り
バ
ン
ド
の
ス
ー
パ

ー
登
山
部
の
皆
様
、
俳
優
の
高
橋
ゆ
な

さ
ん
の
３
組
を
P
R
パ
ー
ト
ナ
ー
と

し
て
任
命
い
た
し
ま
し
た
。
今
後
も
多

様
な
主
体
と
の
連
携
を
一
層
推
進
し
、

地
域
に
活
気
と
元
気
を
与
え
る
取
組
を

行
う
と
と
も
に
、
地
域
資
源
な
ど
町
の

魅
力
発
信
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

一
方
、
本
年
２
月
に
公
表
さ
れ
た
住

民
基
本
台
帳
人
口
移
動
報
告
で
は
、
三

　自主財源は、繰入金等において増額を見込
んだことなどから、前年度比 2 億 1,698 万
2 千円、2.7％増の 81 億 4,346 万 8 千円を
計上しています。また、依存財源は、地方交
付税や国県支出金等において増額を見込んだ
ことなどから、前年度比6億3,601万8千円、
7.9％増の 86 億 9,953 万 2 千円を計上して
います。歳入全体に占める、それぞれの割合
は、自主財源が 48.3％、依存財源が 51.7％
となりました。

人
と
人
と
の
「
繋
が
り
」
と
様
々
な
企
業
・
団
体
な
ど
と

の
「
連
携
」
を
基
軸
と
し
、
未
来
へ
繋
が
る
持
続
可
能
な

ま
ち
づ
く
り
を
力
強
く
推
進
す
る

　民生費には、少子高齢化による社会保障関係費
の増加などにより前年度比3.4％増の 64億 8,740
万円を計上しました。
　商工費は、プレミアム付商品券発行事業や菰野富
士周辺の環境整備事業などにより前年度比 83.4％
増の 5億 8,451 万円を計上しました。
　土木費には、公共下水道事業に対する負担金や
土地区画整理事業助成金、道路及び橋りょうに係
る社会資本整備等交付金事業などにより前年度比
28.0％増の 13億 9,388 万円を計上しました。

歳入の

POINT

歳出の

POINT 公債費 6.4%
10 億 7,013 万円

災害復旧費 0.1％
700 万円

教育費 11.2％
18 億 8,847 万円

消防費 4.4％
７億 3,918 万円

土木費 8.3％
13 億 9,388 万円

商工費 3.5%
５億 8,450 万円

農林水産業費 3.5％
5 億 9,734 万円

衛生費 9.5％
15 億 9,781 万円

民生費 38.5％
64 億 8,740 万円

総務費 13.5％
22 億 7,211 万円

議会費 1.0%
１億 7,520 万円

予備費 0.2％
3,000 万円

168億円
4,300万円

町債 3.6%
6 億 450 万円

県支出金 8.2%
13 億 7,076 万円

国庫支出金 13.0%
21 億 9,395 万円

地方交付税 15.7%
26 億 4,000 万円

地方特例交付金 0.5%
8,490 万円

環境性能割交付金 0.1%
1,000 円

ゴルフ場利用税交付金 0.3%
4,700 万円

株式等譲渡所得割交付金 0.7%
１億 1,000 万円

配当割交付金 0.7％
１億 1,700 万円 利子割交付金 0.1％

1,500 万円

地方譲与税 1.1%
１億 9,042 万円

諸収入 1.4％
2 億 4,143 万円

繰入金 5.7%
９億 5,636 万円

寄附金 0.4%
7,000 万円

財産収入 0.2％
2,595 万円

使用料及び手数料 0.7％
１億 1,955 万円

分担金及び負担金 0.6%
１億 244 万円

町税 38.2%
64 億 3,774 万円

法人事業税交付金 0.7%
１億 2,300 万円

自動車取得税交付金 0.1%
1,000 円 繰越金 1.1%

１億 9,000 万円

交通安全対策特別交付金 0.1%
300 万円

168億
4,300万円

自
主

財

源
48.3％

財

源

依
存

51.7％

歳  出
一 般 会 計

歳  入

公債費 6.4%
10 億 7,013 万円

災害復旧費 0.1％
700 万円

教育費 11.2％
18 億 8,847 万円

消防費 4.4％
７億 3,918 万円

土木費 8.3％
13 億 9,388 万円

商工費 3.5%
５億 8,450 万円

農林水産業費 3.5％
5 億 9,734 万円

衛生費 9.5％
15 億 9,781 万円

民生費 38.5％
64 億 8,740 万円

総務費 13.5％
22 億 7,211 万円

議会費 1.0%
１億 7,520 万円

予備費 0.2％
3,000 万円

168億円
4,300万円

町債 3.6%
6 億 450 万円

県支出金 8.2%
13 億 7,076 万円

国庫支出金 13.0%
21 億 9,395 万円

地方交付税 15.7%
26 億 4,000 万円

地方特例交付金 0.5%
8,490 万円

環境性能割交付金 0.1%
1,000 円

ゴルフ場利用税交付金 0.3%
4,700 万円

株式等譲渡所得割交付金 0.7%
１億 1,000 万円

配当割交付金 0.7％
１億 1,700 万円 利子割交付金 0.1％

1,500 万円

地方譲与税 1.1%
１億 9,042 万円

諸収入 1.4％
2 億 4,143 万円

繰入金 5.7%
９億 5,636 万円

寄附金 0.4%
7,000 万円

財産収入 0.2％
2,595 万円

使用料及び手数料 0.7％
１億 1,955 万円

分担金及び負担金 0.6%
１億 244 万円

町税 38.2%
64 億 3,774 万円

法人事業税交付金 0.7%
１億 2,300 万円

自動車取得税交付金 0.1%
1,000 円 繰越金 1.1%

１億 9,000 万円

交通安全対策特別交付金 0.1%
300 万円

168億
4,300万円

自
主

財

源
48.3％

財

源

依
存

51.7％

繰入金の増額等で自主財源は 2.7％増

地方交付税の増加等で依存財源は7.9％増

プレミアム付商品券発行事業等で商工費は83.4％増

土地区画整理事業助成金等で土木費は28.0％増

一 般 会 計

※四捨五入の関係で合計額等が合わない場合があります。

令 和 年 度８のPOINT

提
案
説
明

当

予算規模 前年度との比較
一般会計 168 億 4,300 万円 5.3％増

特別
会計

国民健康保険 34 億 7,300 万円 0.8％増
土地取得 4,348 万円 74.0％減
介護保険 33 億 9,976 万円 1.3％増
後期高齢者医療 12 億 1,500 万円 6.9％増

企業
会計

水道事業 12 億 9,366 万円 17.6％減
下水道事業 36 億 6,835 万円 0.1％減

 予算総額 299 億 3,624 万円 2.1％増

各会計の予算規模

重
県
は
5
9
8
6
人
の
転
出
超
過
で

全
国
ワ
ー
ス
ト
５
位
と
な
っ
て
い
ま

す
。
当
町
に
お
い
て
も
人
口
減
少
が

進
展
す
る
中
、
持
続
可
能
な
ま
ち
づ

く
り
に
は
、
老
朽
化
し
た
イ
ン
フ
ラ

整
備
や
庁
内
D
X
の
推
進
、
他
市
町

と
の
広
域
連
携
な
ど
に
取
り
組
む
必

要
が
あ
り
ま
す
。

令
和
８
年
度
は
、
第
６
次
菰
野
町
総

合
計
画
・
第
２
期
行
政
実
施
計
画
の

３
年
目
で
あ
り
、
菰
野
町
70
周
年
を

迎
え
る
年
と
な
り
ま
す
。「
安
全
安
心

に
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
」
を
第
一

に
、
内
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成
、

配
布
に
よ
り
町
民
の
早
期
避
難
行
動

に
つ
な
げ
る
な
ど
、
防
災
、
減
災
対

策
や
地
域
防
災
力
の
向
上
に
取
り
組

ん
で
ま
い
り
ま
す
。

未
来
を
担
う
子
ど
も
や
子
育
て
世
帯

へ
の
支
援
と
し
て
は
、
私
の
公
約
の

一
つ
で
あ
る
「
子
ど
も
医
療
費
の
窓

口
無
料
化
」
の
対
象
年
齢
を
中
学
３

年
生
か
ら
18
歳
ま
で
※
１
引
き
上
げ
ま

す
。
さ
ら
に
、
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー

の
整
備
、
小
中
学
校
の
体
育
館
お
よ

び
武
道
場
へ
の
空
調
設
備
整
備
、
児

童
生
徒
用
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
更
新
、

小
中
学
校
施
設
の
L
E
D
照
明
化
に

取
り
組
み
ま
す
。
こ
の
ほ
か
、
24
時

間
利
用
で
き
る
産
婦
人
科
・
小
児
科

オ
ン
ラ
イ
ン
相
談
事
業
を
導
入
し
、

妊
娠
、
出
産
期
か
ら
子
育
て
期
ま
で

切
れ
目
の
な
い
支
援
を
図
り
ま
す
。

持
続
可
能
な
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

歳 入
歳 出  総 額

一般会計

に
向
け
て
は
、「
書
か
な
い
窓

口
」
を
実
現
す
る
窓
口
支
援
シ
ス
テ

ム
や
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
会
議
シ
ス
テ
ム

の
導
入
な
ど
、
D
X
を
活
用
し
た
業

務
効
率
化
を
図
り
ま
す
。
ま
た
、
い

な
べ
市
と
の
定
住
自
立
圏
形
成
協
定

に
基
づ
き
、
令
和
８
年
４
月
の
「
い

な
べ
市
菰
野
町
清
掃
事
務
組
合
」
設

立
を
目
指
し
、
広
域
ご
み
処
理
施
設

の
整
備
を
進
め
ま
す
。
こ
れ
に
加
え
、

四
日
市
市
と
の
消
防
広
域
化
の
協
議

も
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。
そ
し
て
、

新
都
市
拠
点
と
し
て
の
市
街
地
整
備

を
図
る
土
地
区
画
整
理
事
業
や
、
プ

レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
の
発
行
に
よ
る

生
活
者
・
事
業
者
支
援
に
も
取
り
組

み
ま
す
。

令
和
８
年
度
も
、
人
と
人
と
の
「
繋

が
り
」
と
様
々
な
企
業
、
団
体
な
ど

と
の
「
連
携
」
を
基
軸
と
し
、
地
域

の
宝
で
あ
る
豊
か
な
自
然
環
境
と
町

民
の
皆
さ
ま
の
熱
意
と
創
造
力
を
最

大
限
に
活
か
し
、
未
来
へ
繋
が
る
持

続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
を
力
強
く
推

進
し
て
ま
い
り
ま
す
。

1684,300
2993,624億

初
予
算
と
し
て
、
総
額
約
２
９
９
億
円
を
３
月
の
令
和
８
年
菰
野
町
議
会
第
１
回

定
例
会
に
提
案
し
ま
し
た
。
一
般
会
計
の
予
算
は
約
１
６
８
億
円
で
、
前
年
度
の

予
算
と
比
較
し
て
５
・
３
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。今
月
号
で
は
一
般
会
計
予
算
に
つ
い
て
、

諸
岡
町
長
が
議
会
で
行
っ
た
提
案
説
明
と
と
も
に
主
要
な
事
業
等
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

特 集当初予算
万円

億 万円

地方消費税交付金 7.1％
12 億円

広報こもの
№ 788
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